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海部スマイルプラン追補
海部スマイルプラン追補にあたって
（経緯）
研究部では、平成２４年度に「海部スマイルプラン」を提案しました。
事務の共同実施として「財務」分野をその機軸とし、段階的な取り組みによる発展を主眼として詳説しました。
　期せずして本年度〈平成27年度）より海部地区市町村においても、共同実施の要項等が整備され、それぞれのブロックにおいて具体的な実践がなされています。まだスタート時点ですが、その効果と同時に課題もいろいろと見えてきたのではないかと思われます。

そこで研究部では本年度の取り組みとして、現状の課題を踏まえつつ、今後の共同実施の参考になるような「考え方」を提示したいと考えました。
具体的な仕事をどのようにするかは、各ブロックや市町においてアイデアを出して作り上げていくことになります。

　先の「海部スマイルプラン」で示した基本的な骨格に変更はありません。実践とともに浮上してきた新たな課題や、研究部内でのより深化した議論をもとに、以下の項目について、「海部スマイルプラン」の追補としたいと考えます。

第1部　第1段階から第３段階における業務内容について、より詳しく。
第2部　組織論（どのような組織を目指すのがよいのか、その基本コンセプトについて）
第3部　組織論に絡んで、避けて通れない重要な問題＝事務職員という仕事の本質について。
（「海部地区小中学校における・・・」という限定付きの本質論ですが）

（この追補の目的など）
大まかなところでは、当面私たちが関与できる業務について、その範囲と限界はおおよそ予想されるところです。全く新しい分野（たとえば地域連携）はそれ自体の必要性や可能性の議論も十分ではなく、積極的に提唱する一部の人以外はイメージすることすら難しいのではないでしょうか。それ以外のいわゆる「財務」「庶務」的な分野については、これまでの共通認識があり、問題は何を(what）どのように（how）するかという点に絞られます。
学校事務という、数人の事務職員だけで行うにはあまりにも広い眺望から、私たちは効果的に構図を切り取らねばなりません。そこには一定の枠組み（フレーム）が不可欠です。フレームにより仕事の内容や意味が規定されます。文字通りそれは「規＝ものさし」となります。フレームが風景を見る尺度となり、同じ風景がフレームの違いにより印象がかわるように、両者は不可分です。
　前回の海部スマイルプランではおもにこのフレームについて述べました。そして今回提案するのは､私たちは何者であるのか、そして立ち位置をどこにするかという「ポジション」が中心となります。ポジションとフレームにより、私たちは進むべき方向を共有することができます。
共同実施は始まったばかりです。自分たち自身についての理解を深め、基本的な考え方を共有することにより、組織および個人の意識における同期が図られ、今後の発展を期待することができます。刻々と変化する状況の中では、生じてくる課題解決に対応すると同時に、表面的な違いや周囲の流れに翻弄されないための、全体としてのコンセプト確立も不可欠です。

（この提案の形式について）
前回の海部スマイルプランは、構想をわかりやすくするため「財務中心」と「段階的発展」という二つの軸から全体を展開させました。
今回は追補ですので、以下に述べたような理由から第1部を問答形式としました。
・論文のようなものは、全体を通読するだけでも時間と根気が必要。
・実際に共同実施が行われて、具体的な疑問が生じている。
・問答形式であれば、全体の文脈を気にすることなく、特定の問題についての一つの意見として読むことができる。
ただし第2部の組織論以下については新しい提案なので､叙述形式としました。

なお言うまでもないことですが、第１部のそれぞれの問いに対する回答は、ある一定の考え方を土台としています。その土台に対する賛否も含め、今後の共同実施の実践においてより活発な議論が生起されることもこの追補のねらいです。























第1部

【第１段階について】
Ｑ１　 ４月における通勤手当（自家用車使用者）の認定に問題がある。特に日程的に入力まで時間がない場合､方策としていろいろあるが、どのように処理するのが妥当か。

Ａ１　手当認定については、事務長への権限委任のこともあり共同実施の成果のひとつとして取り組みやすいものですが、現実には様々な課題が残っています。４月における日程との絡みもそのひとつです。時間的制限、処理の正確性、事務長認定という原則、共同実施の面目、私たちの労働条件などの条件をすべて満たすことはできません。この問題に限らず、私たちは矛盾した条件をつきつけられるような局面に立たされることが多々ありますが、あれもこれもと欲張るのはもっとも稚拙な策と言えます。問題の核心に立ち返り、一番重要なものを最優先させること、それだけわかっていれば十分です。
　手当認定事務の核心とは何でしょうか。それは年度間に渡って正しい額の手当を支給するということです。共同実施の対面を保つためになにがなんでも一刻も早く認定することではありません。またはじめから認定を待つことなく電算入力だけ済ませ正式な書類は後から、というような便宜的な方法を勝手にとることでもありません。規則要項に照らしても、特に自家用車通勤者の手当の追給は望ましくはないですが禁止されているわけではなく、事務処理上やむを得ない場合もあるという余地は残されています。それよりも忙しさの中で正確でない認定をすることや勝手に事後処理することのほうが組織として問題です。できうる限り原則に則ること、どうしてもできないことはできないと説明して理解を求め、その代わり、結果としての手当額が適正であることを保障するのが正論であろうと考えます。共同実施・組織化は作業をスピードアップするだけのものではありません。正確さを求めれば手続きが増え、ある部分では効率が下がる場合もあります。
　
Ｑ２　本来は県費事務の効率を良くし、時間的余裕を生み出して標準的職務にとりかかるという話だったが、現実には効率化どころか煩雑さだけが増している。どのように改善したらよいか。

Ａ２　各ブロックで様々なアイデアが出されているところですが、海部地区全体で統一できるような最善の方法は未だ確立されていません。今後も検討は必要ですが、「組織的取り組みで県費事務を効率化し、時間を生み出す」という案は机上の空論であったということを率直に認めることも大切です。一方で正確性や事務レベルの向上、知識の共有といった質の向上という成果は少しずつ現れています。そこでこの質問に対する回答としては、県費事務の効率化（省力化）が実現しないのであれば理論上の前提が成立しないことになりますので「県費事務の効率化⇒時間的余裕・余力⇒標準的職務」という論理は破棄し、「標準的職務は県費事務とは別個に、各事務職員の負担が過度にならないよう、組織的連携や支援によって行う」と発想を転換すべきではないかと考えます。

Ｑ３　県費事務での処理において組織的な取り組みが始まったばかりなのに、それだけでは共同実施として不十分であり、同時並行的に標準的職務にも取り組まねば「成果が見えない」という声が事務職員内部にもある。間違いではないと思うが、少々焦りすぎではないか。

Ａ３　共同実施が始まったのだからとにかく県費事務以外のことで成果を出さねばならないとばかりに、やってみればなんとかなるという行動パターンは無駄が多く、仕事を甘くみていると言っても過言ではないでしょう。なにより事務職員個人の負担増となるだけで、共同実施の意義を見い出せなくなる可能性が大です。その仕事が学校運営上重要なものであるほど、学校現場に迷惑をかけてしまいます。事務職員の無用な多忙化と同様、共同実施により学校を離れたり、また他校の事務に関与するのであれば、それ相応の準備と試算をもってその効果を説明でき､実際の効果を還元できるものでなければ今後の信用は得られません。共同実施は始まったばかり、功を焦るのは禁物です。

Ｑ４　共同実施の意義として、県費事務の効率化や正確性も大切だということをどのように理解したらよいのか

Ａ４　前回の海部スマイルプランでも述べたように、私たちにとっての県費事務の意味は、公務員として法令を遵守し､行政機関の職員として適正な事務を行うことにあります。
　また、我々が日々そのために少なからぬ時間と労力を割いているのも事実であり、毎年の会計指導や事務処理における不祥事防止等、決してその意義は軽くはありません。私たちの不始末は管理職はもとより、学校全体の評価を下げることにもなります。
県費事務があまりにも日常的かつ定型的な業務であるため、とかく共同実施においては重要視されない空気がありますが、私たちの日常が立つべき土台であるため、一般教員や管理職の事務職員に対する信頼や期待は、まずはその日常において醸成されるからです。将来的に県費事務の大半がなくなるという予測もありますが、現在はそうではありません。私たちの仕事がいかに変化しようとも、県費事務職員としての本務は存在するはずです。むろんそれだけでは発展性はありませんが、かといって過小評価するのもバランス感覚を欠くものです。

Ｑ５　県費事務において、業務分担制を行いつつあるブロックがあると聞いたが、メリットとデメリットを知りたい。研究部としての考えはどうか。
Ａ５　業務分担のメリット
　　　・専任化により特定分野についての習熟が進む。
　　　・業務を集約すれば合理化が図れる。
　　  業務分担のデメリット
　　　・毎年構成メンバーがかわるので業務分担を継続していくことができるか、分担の効果を　　　　出すことができるか。
　　　・現在は、個々が一定の仕事をしているので一応の知識があり、各所属である程度の対応　　　　ができるが、その維持が難しくなる。学校に常駐する意味が薄れる。
　　　・書類の移動が必要な業務は適さない。そもそも書類が集中管理されなければ、どう　　　　　　いう効果があるのか、正当な説明ができない。共同でやっているということのＰＲ　　　　　　にすぎないのではないか。
　　　・事務センター化しない限り、職務環境として、ある特定分野だけの仕事に集中できるよ　　　　うな状況ではない。

全校配置を維持するとの前提の上にたてば、上述のように分担制はデメリットのほうが多いと言えるでしょう。各学校における事務職員の事務レベルをアップし維持するためにも、一見不合理で非効率的に見えますが、全員の事務職員が一定の知識を持って校内で対応できることが必要です。これは事務職員の本質（後述）にかかわることです。本格的な分業制は共同実施の形態が別のものになるときであり、現状にそれを組み込むことは、本来不必要な煩雑さやリスクを増やすことになります。
私たちは物理的な勤務地や書類保管場所を異にしながら組織的取り組みを行おうとする特殊な状況にあり、合理化を掲げて安直な事務作業の集約を計ることは仮にできたとしても別の不合理が生じます。ただし、本格的な分担制ではなく一つの業務分野における「支援担当者」の育成には妥当性があります。程度はともかくその分野に詳しい者を育成し、少経験者にアドバイスをしたり、事例を管理するという意味での「支援担当者制」を敷くことは一考の価値があると考えられます。組織的取り組みとしては、そこから始めても遅くはないでしょう。

【第2段階について】

Ｑ６　標準的職務は多岐にわたる。これをすべてやるのが共同実施だと豪語する人もいるが、本気なのか。事務組織といっても、人員と能力は限られている。組織的支援とは名ばかりで結局個々の事務職員が学校現場で苦労するだけではないのか。

Ａ６　標準的職務の遂行に関連して、時に次のような意見が聞かれます。
「共同実施は事務職員だけのものではなく、学校事務の共同実施であり、事務職員だけですべてを完結するという固定観念を持たなくてもよい。校務分掌における教員との協力体制の構築も共同実施の目的である。すなわち『チーム学校』の一員として遂行することが大切なのだ。」
これは、間違いではありませんが、論点がずれています。私たちが今直面しているのは自分たちの事務組織の確立であり、チーム学校のあり方ではありません。またチーム学校についても、参加云々が問題視されているのではありません。なぜなら私たちは既にそこに属しています。そのうえで、今後どのような地位・役割を持とうとしているのか、その方法と内容が問題なのです。「チーム学校」の一員として私たちが行政職として教員集団と協力し、時には調整や采配を行い、業務を円滑に進めていくということを共同実施の裏付けによって行うためには、まず事務職員集団そのものが組織的取り組みを軌道にのせており、その支援をもって私たち一人一人が行政職としてしかるべき知識や専門性を備えたプレイヤーになってこそ実現可能なことだと考えます。そうでなければ結局独力でやるしかなく、それは多くの事務職員にとっては負担が大きすぎます。
また携わるにしても、指示を受けて手伝うことと主体的に関わることには大きな違いがあります。年齢や経験、調整能力などが直接問われます。人を動かして行うことは、ある意味自分だけで完結するよりも難しいものです。特に校務分掌における教育職との役割分担には綿密な業務分析が必須です。その上に、事務組織からの支援体制があってこそ、円滑な遂行が図られ事務職員集団の有用性が認められます。やる気は必要ですが、精神論や機械的割り振りで行うべきものではありません。分析と実行にはその基礎となる「理論」が必要です。理論的基礎がなければ、なぜ事務職員がという説得力にも欠け、教育職との分担や事務職員が行うことの有効性についての検証もできません。果たしてそれは将来につながるでしょうか。
　分析・予測・実行に必要な能力が伴わないままの標準的職務への強引な参加は、いわば素人集団の参入であり、結果的に教員の事務負担軽減どころか、円滑な責任の曖昧さや指示命令系統の混乱というマイナス面を招き、円滑な学校運営を妨げる可能性もあります。最悪の場合は事務職員組織への不信感を生じさせる結果となります。たとえよい結果が出たとしてもそれは便利屋の域を出るものではないと考えます。

Ｑ７　今は備品と教科書に関わることをやっている。これだけで手一杯な気もするが、どこまでやらねばならないのか。業務の取捨選択の指標はあるのだろうか。

Ａ７　とにかく関わっていけばなんとかなる、という手探りの歩みでは、たとえよい結果を生み出してもそれは一回限りのビギナーズラックであり、次につながりません。事務職員が関わることについて誰もがなるほどと納得できるような根拠、そして実際に現場でそれが可能かどうかという検証が必要です。
　指標については、学校における事務職員の役割や立場という本質論および前項で述べたような分析から作り上げることが大切です。私たちが学校事務職員としてなにがしかの専門性を持つ集団になりたいのであれば、ただ単に教員の多忙化解消という単一の視点からではなく、仕事をする意味合い・効果・現実性から決定していくべきです。

Ｑ８　海部地区内で、関わる業務（標準的職務）を統一するべきか。

Ａ８　県費事務は県下共通業務でもありますし、最善の方法･考え方を見いだせれば各ブロックがそれを採用していくのが良いと考えます。県費を除く事務では、海部地区内でも市町村により会計事務の範疇や処理方法の違いがあります。つまり一見同じような仕事をしているように見えて、内実は繁閑や労力の差が大いにあるということです。学校規模なども考え合わせると、地区間の差異を無視してまで標準的職務について統一することは、微妙に違う形のものを同じ枠に押し込むようなもので無理が生じます。対外的アピールという点において、とにかく表に見える体裁を整えたいという目的はあるかもしれませんが、いますぐそれが必要なのでしょうか。また、標準的職務は事務職員が関係する業務を総集したものですが、共同実施の名の下に事務職員がすべて抱え込むという意味ではないはずです。それよりも、異動により市町村を変わって未経験の業務に取り組まねばならないときは組織的支援が必需なわけですから、現状では拙速な統一ではなく組織力を高めることに努め、組織をうまく利用した相互支援にこそ共同実施の利を生かすべきと考えます。

Ｑ９　現在、教頭職が行っている事務でも、財務と考えられるものは事務職員がやるべきなのか。

Ａ９　単純に「財務イコールお金関係」と見てしまえば、処理能力があれば事務職員に委譲してもよいようにも思われますが、本当に能力だけの問題なのでしょうか。たとえ財務の一部であろうと管理職としての采配に関わる部分は教頭職が行わなければならない、という学校経営を俯瞰する視点は無視してよいのでしょうか。強引に事務職員側に引っ張るだけの必然性や有効性はあるのでしょうか。事務職員は財務を中心に学校経営に関わるというのが海部スマイルプランの基本的考えですが、だからといって「財務はすべて事務職員の仕事である」と言い換えてしまうのは行き過ぎだと考えます。最優先される目的は、教育活動の充実と円滑な学校経営であって、事務職員の地位向上や経営参画云々は責任を果たした結果として見込まれるものです。校内で「お金にかかわること」は複数の職員が関係しています。小中学校では会計事務といえども学級運営や保護者との密接なつながりの上に成り立っている側面があり、単なる「事務処理」として別個に存在するものではありません。財務事務に関しては、学校全体を見て私たちがどう関わっていくのがベストなのか、そこから探っていく姿勢が大切だと考えます。

【第３段階について】

Ｑ10　海部スマイルプランでいう「第3段階」がいまひとつピンとこない。抽象的で何をすることなのかわからない。県費～標準的職務ときて、それ以上の高レベルの判断業務、つまり県事務研が言うような「高度な事務」「ファシリテーター」「コーディネータ－」などという仕事が我々にあるのだろうか。あったとしても、事務職員に能力や権限はあるのだろうか？それともこれは昇格した事務長だけの職務なのか。

Ａ10　県事研の提案は、事務処理に追われる私たちの日常に、私立大学や予備校における企画営業型の総合職のような「事務の高度化」「ファシリテーター」「コーディネータ－」といった役割を持ち込んでいるため、「アドミニストレータ（管理者）」以外は、実感の伴わない概念となっています。それも当然で、これは企業などの新規分野開拓における複数のプロジェクトマネージャーの役割をそのまま総合したようなものであり、私たちとはその前提となる状況も立場も全く比較になりません。私たちは学校というチームの一員ではあっても、自治体・学校・地域が一体となった複雑な教育プロジェクトのマネージャーではないからです。そのような役割を期待されたことも権限を委任されたこともありません。（例外的に一部の有能な人材が地教委等に派遣されることはありえますが、それでも彼はチーフマネージャーではありません。）
　海部スマイルプランで述べた第3段階のあり方は、そのような空想的存在ではなく、他校にて財務や庶務など事務的分野の課題があるときに兼務発令を生かし、事務組織が当該校の管理職や教員と協力し課題解決を図るというシンプルなものです。以前に海部地区にて実験的に行われた「ジムコ」※１をイメージしてもらえれば良いと思います。
ただこのアイデアはかなり難しいものです。なぜなら組織メンバーがいろいろな意味で有能であること（事務処理能力のみならず企画力や行動力）、またブロック長の業務采配や調整力・交渉力も実現の条件となるからです。各ブロックのメンバーは、何らかのプロジェクトに専念すべく選抜された特別メンバーではなく、またこのような活動は日常業務と平行して遂行されなければなりません。従って理論的にはともかく現実には共同実施の仕組みがより洗練され、時にはブロックの枠を超えてある特化した得意分野を持つチームを編成するといった柔軟性をそなえた有機的組織でないかぎりは希有な事例として考えた方がよいでしょう。
「ジムコ」は研究ということもあり業務分野を限定せずに活動しましたが、ここで想定しているのはあくまで「事務職員」と言う職種・職能に準拠した上での活動です。どこからどこまでが「事務」の境界なのか、それは曖昧ですが、逆に「事務ではないこと」は比較的明解です。私たちは日常においては守備範囲の広さから専門職にはなり得ない立場であると考えられますが、組織として活動するときは事務職員集団であり、少なからずその専門性が問われるはずですし、私たち自身もその自覚を持つべきではないでしょうか。従って、この第3段階においては、プロフェッショナルとして「学校事務分野におけるコンサルタント」となり学校現場の課題や要望に対応できることをひとつの理想像と考えます。ただし、先に述べた能力以外の面でも、現状では服務や手当についての判断ですら最終的には県教委等の指示に従うのが一般的であり、私たちがどの分野において「コンサルタント的に」力量を発揮できるのか、不透明であることも認めざるをえません。現在は共同実施も始まったばかりであり、段階を踏むという観点からもいきなりコンサルタントなどと大上段に構えず、兼務発令を生かした地道な活動――たとえば財務情報共有による予算の有効活用や業務の省力化・相互チェックによる事務的ミスの防止など、できることを確実に遂行しつつ組織及び個人的能力の養成に努めるのが妥当であると考えます。
　なお県事研で提唱された「スリーター」については、第2部において、各ブロック内部におけるブロック長のリーダーとしての役割としてとらえ直しましたので参考にしてください。

※１　ジムコ　
平成２１年度において事務研究会特別委員会の活動として設置され、２２年度の県大会にて実践報告を行った。特に事務職員の業務や市町村の枠に限定せず、海部地区内の学校あるいは市町村に対して「企画提案型支援活動」を行った。
主な成果は　①マイブックプラン（児童による図書選定の企画運営の支援）　大藤小
　　　　　　②町内小中学校統一様式の学校ガイドブック作成　　蟹江町
　　　　　　③町内小中学校統一の情報セキュリティーポリシー作成　　旧美和町


















第2部

【組織論について】
（１）組織を論ずる意義　
　　共同実施は事務職員の組織化がその中心にあります。これまで私たちは一人職場の利を生かし、自分のペースで仕事をしてきました。事務研究会は自発的連携による協力体制という位置づけであり、各学校における各個人のやり方について干渉する部分は少ないものでした。しかし共同実施とともに組織化の旗が振られると、組織に慣れていない私たちは知らず知らずのうちに極論に陥りがちです。以下のような思いがふと浮かんだことはないでしょうか。

「組織と個人は対立するものだ。だが結局個人は組織の中に飲み込まれてしまう。
だから、組織化したら属人性は否定され、画一性や統一が善とされるのだろう。」

「組織とは上下関係である。決定権はリーダーにある。
下のメンバーは上に追従しなければならない。下から意見は言いにくいし、
結局なにを言っても変わらないだろう。」

「いままで自分のマイペースでやってきたことを組織として歩調を合わせていくのだから、
負担感が増えてもしかたない。組織化したら多忙になるのは当然で、
楽になることはないようだ。」

これらは、私たちが経験上知らず知らずのうちに、組織帰属志向・機械的組織論と言うべき過去のパターンに囚われてしまっていることを示しています。いわゆる固定観念です。このような厳格な組織も社会には実在しますが、それは存在の必然性があるからにほかなりません。しかしそれは私たちが目指したい、私たちにふさわしい組織なのでしょうか。私たちは固定観念や先入観を離れて、共同実施組織の確立を模索すべきではないでしょうか。
　　
いかなるものにも両面があります。組織化により一定の効率化や正確さ、事務レベルの平準化という作用があれば、手続きの煩雑さや負担の増大、責任転嫁、硬直化や個性の埋没という反作用があります。両面を知った上でどのようにバランスをとるのかは、総合的な判断でありマネジメント能力です。私たちがこれからの共同実施において組織力を発揮するためには立ち上げの今こそ組織一般についての課題を整理し、組織そのものを論ずることによって問題意識を共有しておかねばなりません。組織化されたのだから上の命令に従って仕事をこなすだけ、というような受動的な姿勢では「組織力の発揮」というプラス面はおろか「組織による硬直化」というマイナス面ばかりが際だってしまいます。

（２）学校事務共同実施組織の特異性
私たちが作ろうとしている学校事務「組織」は普段は各学校の内部で勤務する個人的部分と、共通部分を統率して遂行しようとする集団的部分が混在している特殊なものです。そもそも各学校は同じ教育行政の基盤の上に建っていて本質は同じですが、目に見える現象としての表面は違います。我々も同様に、事務職員としての本質は同じですがその違いに影響されながら日々の仕事をしています。官庁や企業内総務・庶務といった既存の組織概念で共同実施組織を運用すれば、差異を無視することになり、組織における自己と各学校における自己の間に葛藤と不調和が生じます。かといって属人性を主とすれば「組織力」が薄れ、現状からの進展は望めません。共同実施の草創期にあって私たちはこのような特異性を踏まえ、「統率」と「調和」のバランスのとれた組織作りを進める必要に迫られていると考えます。
それぞれの学校は「相似形」の関係です。私たち事務職員も単なる組織の歯車としてではなく、能動性を持ちながら理念と力のベクトルを共有することができれば組織化はまずまず成功であるといえるでしょう。理念とは航海の羅針盤です。今それを明確にしなくても、とりあえず組織の体裁は整えられ出発することは可能です。しかし羅針盤がなければ、自分たちがどこへ向かっているのか誰にもわからなくなってしまいます。

（３）運営理念
　　私たちの事務組織と官庁や企業における組織との違いをどのように考えたらよいのでしょうか。
　　一般的に官庁は上意下達の典型です。企業は伝統や規模・リーダーの意向・業種により、下からの意見が通りやすいフランクな構造から官僚的なところまで、その社風には差があります。組織の構造と理念とは密接に関係しています。ここで我々が注目すべきは、今後も全校配置が続くかぎり、事務職員はまず第一に各学校におけるチームの一員であるという構造的事実です。共同実施組織にとってブロック全体が所属校であるという共通認識は必要ですが、それは二番目に優先されることであり、各メンバーというよりはブロック長が特に留意すべき事柄です。　→　図１
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このことは、私たちが現場での勤務に費やす時間的比率を鑑みれば明らかです。共同実施という言葉から、官僚的に組織化された事務組織が各学校の事務を一様に請け負うイメージが想像されますが（→図２）、これはいつでも図２ａのように変化でき、意味的には事務職員ではなく「事務センター」が統一管理しているもので、現段階では私たちの実情や目的に添うものではありません。→図２≒図２ａ
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　　このようなことを踏まえて、研究部としては、図１を私たちが目指す組織イメージ図として掲げ、それを実現するにはまずどのような理念がふさわしいかということを考えました。
以下の2点を提案したいと思います。理念というと堅いですが、要は校訓社訓のようなものと考えてください。

1 三方良しの精神
共同実施の議論には事務職員の地位向上・学校経営参画・世代交代への対応や事務の効率化・教員の負担軽減など、次元を異にする複数の要素が絡み合っています。従って何か単一の利を最優先に追求するものではありません。このような迷宮状態を整理するには視野を広げる必要があります。近江商人で有名な「三方良しの精神」が良い手本となります。すなわち
「事務（＝売り手）良し、学校・地教委（＝買い手）良し、保護者（＝世間）良し」です。
　　
単一の価値のみに突き進むのではなく、すべてを利する方法を工夫することは､言うほど簡単ではありません。しかし、これ以上のより良い方向は見当たらないように思われます。広く社会一般を考慮しても、これはもっとも身近でわかりやすい「持続可能性」を表現した思想であると考えます。

2 個性の発揮・スキルアップの向上という意味での個人的能力の発揮
　　第1部【第三段階について】でも触れましたが、私たちが最終的に目指すものは組織化された便利屋や事務代行業の類ではありません。事務職員が学校にとって必要不可欠かつ信頼できる「事務パートナー・事務コンサルタント集団」になることです。つまりそれは、いつも学校にいる一人一人がそのような資質を持ちうることであり、スポーツにたとえれば個人技に秀でたチームとなることと言えるでしょう。少数のエリートが多数の兵力を指揮するピラミッド型組織では個人的意思や能力は封印されがちですが、学校事務職員はその配置や人員数、広範囲な業務範囲という特性から考えて、個人の能力を惜しみなく発揮すべきです。
　　このことは共同実施の目的のひとつである「事務の平準化」とは矛盾しないと考えます。なぜなら、学校間の差異や能力上の適不適を無視して統一的に線引きされた機械的事務よりも「各個人における事務職員としての基本的能力の向上」プラス「それぞれの得意分野を生かした組織力」という公式のもとでこそ、より円滑な学校事務いわゆる「事務の高度化」への可能性が開けると考えられるからです。
　
（４）理念の維持や環境の変化への対応について
　　組織もまた、メンバーの異動や時間的変化による経年劣化を免れません。ビジネスの世界においても、高邁な理想を掲げても現実的運用に失敗したり､周りの変化に対応できなければ理念倒れで失敗します。
志や理念を表明することは難しくありません。その後、それを維持しながら理想と現実の間を埋めていく作業や工夫が現実の組織運営の要であると言えます。そのために必要なことは以下のように考えました。
・時に応じてブロック内で運営理念について話し合い、それが言葉だけのスローガンではなく判断基準であることを各メンバーが理解し組織に浸透させること
・特にブロックリーダーは､組織内外の関係者に対して自らの組織の理念や意味を丁寧に説明できること。
・理念的なものへの固執と放置のどちらにも傾かず、環境の変化への対応を怠らないこと。
いかにりっぱな哲学でも、額に入れて飾ってあるだけでは装飾品にすぎません。私たちの仕事は虚業ではありません。理念といえどもその実効性が求められています。

（５）組織の意思決定
　　個人の能力を最大限に生かすという基本スタンスに立てば、組織の意思決定は重要な意味合いを持ちます。多数決＝民主的　という単純な図式では不十分です。
・私たちは対立勢力の集まりではありません。同業者であり、かつブロックあたり10人程度の集団です。
・民主的とは数の論理ではなく、対立意見・少数意見との粘り強い合意形成です。
 この2点から私たちが目指す組織においては､当初はどのように意見が異なっていても共通理解を前提に、全員一致をもって意志決定をするのが理想であると考えます。同業者10人未満の小グループにおいて合意形成ができないようでは、外部（学校・地教委等）に対しても説得力を持ち得ませんし、何よりもこのような水平的・有機的連結による組織の場合、メンバー全員が参加意識をもって積極的に関わるという姿勢がなければ、組織力の発揮はとうてい適いません。

（６） リーダーの役割
　　リーダーの役割は状況に応じて異なった側面を見せます。県事務研では､スリーター（アドミニストレーター：管理者、ファシリテーター：進行、促進者、コーディネーター:調整者）という用語によって、事務職員のめざすべき将来像が提案されましたが、これらの概念はむしろ共同実施組織におけるリーダーの役割として、下記のように把握するほうが理解しやすく現実に合致するのではないかと考えます。
　　
・管理者として⇒認定事務に代表されるブロック内の給与手当事務等の管理。同様に文書管理やブロック内各校の人事情報など､常にブロック全体を知るという意識を持ちます。
・促進者として⇒特に会議等において、メンバーの意見表明を容易にするよう工夫します。また発言や内容がテーマから外れないようにアドバイスし、意見を整理し合意形成に向けて進行させていきます。
・調整者として⇒組織的に動く場合、ブロック内の事情を考慮して各メンバーに業務を割り振ります。このときいくつかのプロジェクトが同時並行で進みますが、その進捗を調整し、全体が効率的効果的に動いているかどうかを客観的にチェックします。

このことからわかるように､この案で提案する事務組織におけるリーダーは単純な統率者･管理者ではありません。またメンバーも、ただ受動的に命令を遂行するだけの人員ではありません。それは再三繰り返しているように、私たち一人一人が学校現場では事務組織を代表するものであり、第1義的な責任の所在はひとりひとりにあり、組織力と同時に個々の技量を重視するという理念に基づいているからです。
　　　
（７）組織作りに向けて
（３）にて述べたイメージ図を用いて、研究部が考える組織イメージをもう少し具体的にまとめたいと思います。
1 各校の事務職員は日常の自校の事務に集中します。これは今と同じです。
2 ブロック長は、自校に属し、かつ、ブロック内の中心的存在です。いわば1人二役こなす必要があります。負担はありますが、これは職務職階制における当然の責務とします。
3 ただし、イメージ図②のように､下をすべて管理統率するわけではありません。統率ではなく、連絡調整が主体です。県費･市町村費を問わず各学校の業務が順調であるか目配りし、かつ集団として動くときにも労力に対する効果が最大であるよう、企画調整します。
4 各メンバーは兼務発令でつながっており、自校以外にも課題に応じて動くことができます。もちろんその調整はブロック長との協議・指示によりおこないます。
5 ブロック長がすべてを一手に引き受けるのではなく、認定事務等の専決権を除いて、たとえば中学校区ごとの県費事務チェックや、支援担当制※（共済･旅費・教科書事務などの個別の分野）において主査をその窓口として充てて事例研究や質問回答・記録整理などの役割を依頼し、主査の職階・能力を有効活用します。※作業分担制とは異なる
6 上記と同様、原則としてブロック長が､この組織内における管理者・促進者・調整者のスリーターの役割をもちますが、単独でできない場合は、メンバー職階（特に主査）や能力に応じて一部の役割を委任することも可能です。各学校の事務については、第一義的責任は所属事務職員にあります。ブロック長の責任は管理者としての責任です。
[image: ]
7 事務共同実施組織として対外的な連絡調整（校長教頭会・教育委員会）が必要な時は､管理者であるブロック長が行います。
8 この組織イメージにおける「事務の平準化」とは各学校における事務職員の業務を統一することではありません。学校規模やメンバーの能力を鑑みて、ブロック間に極端な差がなくブロック全体としていびつな形にならないよう、時には組織的支援を行うようにします。
[image: ]
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